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（1）企業年金連合会について

①企業年金連合会（以下「連合会」）は、

・確定給付企業年金（ＤＢ）

・確定拠出年金（ＤＣ）

・厚生年金基金を会員とする、

厚生労働大臣の認可を受けて設立された法人です。

②連合会には主に２つの事業があります。

・企業年金の通算センター事業

・企業年金のナショナルセンター事業
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企業年金連合会の事業

（2）企業年金の通算センター事業
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企業年金の通算センター

再度、転職した場合に移換が可能

企業年金連合会

年金受給者

厚生年金基金

年金給付

確定給付
企業年金

確定拠出年金 確定拠出年金

厚生年金基金

確定給付
企業年金

脱退一時金相当額等を移換

①確定給付企業年金、厚生年金基金の中途脱退者等に対する

年金給付を一元的に行い、企業年金間の年金通算事業を

行っています。



・退職などの理由による通算

・解散や制度終了による通算

確定給付
企業年金

厚生年金基金

中途脱退者
（累計）

約2,930万件

解散基金
加入員等

（累計）約260万件

企業年金連合会

年金資産
約11.8兆円

給付

受給者

約770万人

約8,000億円
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②企業年金の通算センターとして約3,190万件の中途脱退者等の

年金記録の管理を行い、約770万人に、年間約8,000億円の給付

を行っています。

※各数値は平成29年度末時点。ただし、給付は平成29年度中の給付額。
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基本年金、代行年金
及び通算企業年金の
単純合計。



①政策提言

・制度改善

・税制改正

・規制緩和等の要望実現に向けた

政府などへの政策提言

②企業年金ご担当者向けの相談（会員限定）

・企業年金に関する事業運営、適用、掛金、給付などの相談

・年金財政、資産運用などの専門的な相談

・ＤＣに関する相談（継続投資教育等）

③研修の開催（会員限定）

・基礎から専門的な内容の階層研修

・最新のトピックスを取り込んだ研修
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（3）企業年金のナショナルセンター事業

◎取り組んでいる政策課題の一例

・令和2年3月末まで課税停止とされている
特別法人税の撤廃
・年金財政の安定化を図るための掛金拠出
の弾力化
・企業型ＤＣの拠出限度額の見直し
・マッチング拠出に関する規制撤廃
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機関誌 月刊『企業年金』 メルマガ『NEWS LETTER』/『DC FILE』

企業年金連合会の事業 5

④企業年金に関する情報の発信
・機関誌 月刊『企業年金』
・企業年金に係る最新情報をメール配信（会員限定）
・ホームページ（一部会員専用ページあり）
・オンデマンド配信サービスの実施（会員限定）
・ｅラーニングサービスの実施（会員限定）

⑤年金給付等に関する情報提供
・マイナンバー
・住所及び生存情報



○継続投資教育セミナー等の実施

企業型ＤＣを実施する事業主から委託を受けて、連合会が継続投資教育を

実施します。

・ｅラーニング（パソコンやスマートフォンで動画を視聴して学習）

・訪問セミナー（講師を企業に派遣して実施）

・共同セミナー（加入者に連合会の会議室にお集まりいただき実施）

○企業年金セミナーの実施

企業年金に関する情報提供などを目的としたセミナーを実施します。

・企業年金制度に関するセミナー

・受託者責任等に関するセミナー

・企業型ＤＣ担当者を対象としたセミナー

○意見交換会の実施

外部講師を交え、意見交換会を実施します。

・総合型企業年金を対象とした意見交換会

・規約型ＤＢを対象とした意見交換会
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⑥セミナー等の取り組み
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・会員限定のサービスを利用できます

（企業年金に関する相談、研修、企業年金に関する様々な情報など）

・会員価格が適用されます

（マイナンバー・住所情報の提供、継続投資教育セミナーなど）

○ご加入いただいた企業の皆様の声

・受託機関等とは違う中立的な団体であることに着目

・セカンドオピニオンが必要であると感じたため

○連合会会員についてのお問い合わせ先

会員ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 会員課

担当 七尾 原田 門脇

℡ 03（5401）8712

E-mail kaiin@pfa.or.jp

連合会の会員になると…

お問い合わせ


